
 

 

事業計画書 

 

１ 設置主体の概要 

主 体 の 種 別  

氏 名 又 は 名 称  

代 表 者  

住 所 又 は 所 在 地  

生年月日又は設立年月日  

そ の 他 の 実 施 事 業  

※法人の場合は、定款、登記事項全部証明書及び役員名簿を添付してください。 

※個人の場合は、住民票の正本を添付してください。 

※設置者（又は設置主体の代表者）の履歴書及び身分証明書を添付してください。 

 

２ 事業所の概要 

実 施 希 望 事 業 小規模保育事業 A型 

名 称  

施設代表者又は責任者  

所 在 地  

開 始 予 定 年 月 日  

※施設代表者（又は責任者。予定を含む。）の履歴書を添付してください。 

 

３ 設備構造等 

構造 
ＲＣ・鉄骨・簡易耐火・木造 

その他（        ） 
築年月    年  月 

種類 
商業ビル・集合住宅・一戸建て 

その他（      ） 
所属階 階（   階建） 

所有 

関係 

土地 
自己所有・賃貸（賃料 月額         円） 

    （賃借期間   年  月～  年  月） 

建物 
自己所有・賃貸（賃料 月額         円） 

  （賃借期間   年  月～  年  月） 

面積 

種類 室数 面積 確認事項等 

○調理室    有・無 

○調理設備  有・無 

○乳児と幼児の保育場所の区画 有・無 

※無の場合は区分の方法 

（                 ） 

○幼児用便器   有（   ）個・無 

○沐浴設備     有・無 

○駐車場確保台数 送迎用（  ）台、職員用

（  ）台、計   台 

〇調理形態 □施設内自園調理 □外部委託 

□連携施設等からの搬入 

〇アレルギー対応  可能（代替食等）・不可 

乳児室   部屋 ㎡ 

ほふく室   部屋 ㎡ 

保育室 部屋 ㎡ 

遊戯室 部屋 ㎡ 

その他 部屋 ㎡ 

合 計   部屋 ㎡ 

様式３ 



 

 

○屋外遊戯場（園庭） 面積    ㎡（うち、代替地の面積  ㎡） 

代替地の場合、その名称と事業所からの直線距離 

名称：              （      ）ｍ 

※建物に関する書類を添付してください。（提出書類一覧（様式 1）11～15で該当する書類） 

 

４ 定員設定 

０歳児  ６人 

１歳児 ６人 

２歳児 ６人 

合 計 １８人 

※０歳児≦１歳児≦２歳児となるように設定してください。 

 

５ 職員配置 

（単位：人） 

 
施設 

代表者 

保育従事者 その他 

計 常勤 非常勤 
常勤 パート 

保育士 その他 保育士 その他 

計画合計         

現  状         

採用予定         

※施設代表者の保育への従事（  有  ・  無  ） 

 

６ 保育事業の実施状況（すでに保育事業を実施している場合） 

 

（１）定員       人 

（２）令和９年１月の利用児童数 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

利用児童数 人 人 人 人 人 人 人 

 

７ 連携施設の概要 

調  整  状  況 □調整済（同意書添付）  □調整中（計画書添付）  □今後調整 

種      別 □認可保育所  □幼稚園   □その他   □未定 

施  設  名  称  

所 在 地  

施設からの距離       ｍ（徒歩で    分） 

連  携  内  容 

□ 代替保育（保育士が病気等で欠ける場合）の支援 

□ 合同保育に関する支援（定期交流や行事への参加） 

□ ３歳以降の保育の受皿（卒園後の受皿） 

□ その他（                        ） 

※桜井市公立保育所は連携施設の対象外です。 

連携施設を設定できない理由 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携施設を設定できない場合の代替措置 

代替保育の支援  

合 同 保 育 に 

関 す る 支 援 
 

３ 歳 以 降 の 

保 育 の 受 皿 
 

  ※協定を締結したら、すみやかに協定書を提出してください。 

 

８ 年間経営計画（前年度分） 

  【収入の部】 

収  入  金  額  備   考  

◇公定価格（利用者負担額+

地域型保育給付費） 

 

 

 

 

 

 

千円  

◇上乗せ徴収 千円  

◇実費徴収 千円  

 

 

 

◇その他の収入 

内 訳 

千円  

合   計 千円  

 

  



 

 

【支出の部】 

支   出  金  額  備   考  

◆人件費 千円 施設長              千円 

保育従事者 

常 勤    千円×  人＝    千円       

非常勤    千円×  人＝    千円 

その他職員 

常 勤    千円×  人＝    千円 

非常勤    千円×  人＝    千円 

◆管理費 千円 賃借料               千円 

水道光熱費            千円 

その他               千円 

◆諸経費 

 

千円 給食費               千円 

保健衛生費            千円 

保育材料費            千円 

その他               千円 

合  計 千円  

※令和９年４月１日から事業を開始することとして積算してください。 

 

９ 財務状況 

① 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

□該当  ・  □非該当 

② 会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更生又は再生手続を行っている者 

□該当  ・  □非該当 

③ 直近３年間の決算状況（法人の場合） 

 決算期 売上 純利益 繰越利益 債務超過 借入残 返済金額 

１ 年 月 千円 千円 千円 あり・なし 千円 千円 

２ 年 月 千円 千円 千円 あり・なし 千円 千円 

３ 年 月 千円 千円 千円 あり・なし 千円 千円 

※設置者の財務状況がわかる書類（直近３年分）を添付してください。 

 

１０ 資金計画 

項    目 金   額 備     考 

年間事業費の 2／12（2か月分） 千円 千円÷１２  

１年間分の賃借料 

（貸貸借で実施する場合） 
千円  

合 計 千円 残高証明書の額が上回ること 

※残高証明等、自己資金額を証明できる書類を添付してください。 

 



 

 

１１ 応募した動機及び目的 

 

１２ 事業の運営計画 

12-1 運営方針（保育理念，保育目標，保育内容等） 

※ 保育の環境や特性など具体的な方針、計画を記載してください。 

※ 保育課程等を添付してください。 

※ 特別保育事業（例えば障害児保育、夜間保育、延長保育、一時預かり等）についても、実施可能

なものがあれば記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

12-2 給食の実施（給食の提供や食育の考え方について記載してください。また、食物アレルギーを

もつこども及びその保護者への対応について、アレルギー発症時の対応も含めて記載してくだ

さい。） 

 

 

 

 

 

 

 

12-3 健康管理及び衛生管理（児童の日々の健康管理に関する取り組みや衛生面の配慮などを具

体的に記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

12-4 地域とのかかわり、送迎時の対応など（相談や助言及びこどもの様子の説明等、保護者に対

する支援や連携等についての考え方を記載してください。また、地域との連携や交流について

の取り組みや考え方を記載してください。） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

12-5 職員の配置及び確保（効果的な職員配置や今後、職員を確保するための具体的な方法を記

載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

12-6 職員の育成（保育の質の向上の取組みとして、保育士等の職員全員が研修等に積極的かつ

主体的に参加するためにどのように取り組むのか、新規採用職員に対する研修にどのように取

り組むのか記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

12-7 その他運営に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 事業内容の質の確保・向上に関する考え方 

13-1 利用者の意見、相談、苦情への対応 

 

 

 

 

 

 

 

13-2 事故防止、防犯・防災への備えと対応（日常の事業所運営における安全対策、健康管理、

SIDS 予防、衛生管理、感染症等への対策・嘱託医の確保や連携についてどのように取り組む

か具体的に記載してください。また、非常時（事故・災害）に対する安全対策、非常時に備えた訓

練や準備等、外部侵入や不審者への対策等について具体的に記載してください。） 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

13-3 その他保育等の質の確保等に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 認可外保育施設からの移行 

地域型保育事業を実施することになった場合、既存の認可外保育施設から完全に移行しますか。 

□ 完全に移行する（認可外保育施設は閉園する） □ 引き続き運営する 

「完全に移行する」を選択した場合、現在の在園児の処遇について、どのような対応を考えています

か。（３歳児以上、市外在住児童、保育を必要としない児童など、それぞれの対応方法について記載

してください。） 

「引き続き運営する」を選択した場合、地域型保育とどのように併設して運営していくか記載してくださ

い。（地域型保育事業との施設を完全に分けたうえで、配置職員の兼務はできないなかで、施設の増

設や配置職員の増員を図るなど、それぞれの対応方法について記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


